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法第３４条第１１号① 住宅
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②－４

　申請地内における建築物の建ぺい率、容積率、建築物の高さ、
壁面の位置に関する制限は、次のいずれにも該当するものである
こと。

　建ぺい率は、４０％以内とする。

　容積率は、８０％以内とする。

　高さは、１０ｍ以下とする。

　外壁後退距離は、１ｍ以上とする。

（添付書類例） 建築物の求積図等

（添付書類例） 建築物の平面図、立面図

②－３

　敷地の面積は、200平方メートル以上500平方メートル以下であ
ること。

敷地面積は

　　　　㎡（添付書類例） 求積図

項　目 説　明

②－１
　申請地が、市長が条例で指定する区域内であること。

（添付書類例） 集落内開発指定区域図

②－２

　予定建築物の用途が、建築基準法別表第２（い）項第１号の住
宅であること。

氏　名

　都市計画法(以下「法」という。)第（　２９・４２・４３　）条許可申請するに当た
り、該当項目について下記のとおり報告します。

記

該当項目

市街化区域に隣接又は近接し、かつ、市街化区域と一体的な日常生活圏を構
成していると認められる地域において、条例で指定する区域内の開発行為等
のうち住宅

　　　　年　　月　　日

熊本市長（宛）

申請人 住　所

該 当 項 目 報 告 書

３項参照

専用住宅の場合
の添付書類例

申請書添付の

図面と同一
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ア

有 無

イ
有 無

・

・

※法第４２条申請に当たっては、インデックス②－５、②－６は添付不要

②－５

申請地における災害ハザード情報

避難場所及び避難を促す情報の入手方法
②－６

　申請地が、②－５に掲げるア・イいずれかの区域を含む場合、
次のことを確認すること。

（添付書類例） 届出書

　申請地が、次に掲げる区域に含まれているか確認すること。

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関す
る法律第7条第1項に規定する土砂災害警戒区域（同法第9条
第1項に規定する土砂災害特別警戒区域が指定されている区
域を除く。）

水防法第15条第1項第4号に規定する浸水想定区域のうち、想
定最大規模降雨に基づく想定浸水深が3.0ｍ以上の区域

（添付書類例） 熊本県土砂災害情報マップ、熊本市ハザードマップ

区域の有無

４～５項参照

６～７項参照

災害イエローゾーンの
うち、該当する項目に

✓をしてください。
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master
タイプライターテキスト
申請地

master
長方形

master
タイプライターテキスト
※本画面は、熊本市地図情報サービス「都市計画」より印刷してください。

master
タイプライターテキスト
② - 1

master
タイプライターテキスト
‐３‐



master
長方形

master
タイプライターテキスト
※本画面は、熊本県土砂災害情報マップより印刷し、申請地における土砂災害警戒区域等の確認をお願いします。　申請地に土砂災害警戒区域を含む場合、届出書の提出をお願いします。
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master
タイプライターテキスト
※本画面は、熊本市統合型ハザードマップ「洪水」を選択し、想定浸水深が表示された状態で　印刷してください。想定浸水深3.0ｍ以上の区域を含む場合、届出書の提出をお願いします。

master
タイプライターテキスト
申請地

master
線

master
線

master
線

master
線

master
線

master
線

master
線

master
線

master
線

master
線

master
タイプライターテキスト
② - 5

master
タイプライターテキスト
‐５‐



　　　　年　　月　　日

許可申請者

１ 所在及び地番

２ 地　　　　目

３ 面　　　　積 平方ﾒｰﾄﾙ

４

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関

する法律第7条第1項に規定する土砂災害警戒区域

（同法第9条第1項に規定する土砂災害特別警戒区域が指定

　されている区域を除く）

水防法第15条第1項第4号に規定する浸水想定区域のうち、

想定最大規模降雨に基づく想定浸水深が3.0ｍ以上の区域

想定浸水深 　3ｍ～5ｍ未満 （概ね 3.5ｍ）

　5ｍ～10ｍ未満（概ね　　ｍ）

アスパル富合（別紙位置図参照）

※別紙でも可

３．避難を促す情報の入手方法

その他（具体的方法を記載してください）

いては、本届出事項を引継ぐこととします。

備　考

※ 非自己用に供するもので、最終的な土地利用者（建築主）が売買等で許可時の申請者

と異なる場合は、取引時の重要事項説明（宅地建物取引業法第35条）において、相手

方に災害ハザード情報の説明をお願いします。

　昨今の頻発・激甚化する自然災害を踏まえ、防災情報等に細

心の注意を払うとともに、避難を促す情報を得た際には別紙避

　なお、許可が得られ、当該申請地を所有権移転する場合にお

難所等に避難致します。

５

テレビ、ラジオ、インターネット(パソコン、スマートフォン) 等

 住所(所在地)

●●

●●●●.●●

●●●●

（実測）

 届　出　事　項

（１）名称

（２）場所（申請地と避難所等の場所を記載した位置図※）

届 出 書

熊本市長（宛）

　本申請地は上記災害ハザードエリア内にあり、災害リスクが

高い場所であることを承知しております。

予定建築物の用途

 氏名
(名称及び代表者氏名)

２．指定緊急避難場所・指定避難所 等(熊本市ハザードマップによる)

熊本市●区●●町●● ●●番●●
申
請
地

１．申請地における災害ハザード情報

記 載 例

災害イエローゾーンの
うち、該当する項目に

✓をしてください。

該当する項目に
✓（想定浸水深記載）

してください。

指定避難所等のうち、

避難候補地を複数記載
してください。

防災情報等の入手方法
のうち、該当する項目に

✓をしてください。
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別　紙　

申請地と避難所等の場所を記載した位置図

凡 例

： 申請地

： 避難所 ・ 場所

申請地

避難所
（アスパル富合）

地図貼付

（申請地と避難所の位置関係が分かるもの）
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